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１．計画の趣旨  

前京丹後市保育所再編等推進計画については、平成 18 年 10 月に策定をし、方

針を定めていましたが、計画期間中に実施した耐震診断の結果を踏まえ、平成 23

年 3 月に新たに耐震化方針を盛り込んだ上で見直し策定した計画に基づき再編等

を行ってきました。  

本計画は、前計画の整備状況を踏まえ、社会環境の変化及び多様な保育ニーズ、

低年齢児保育の利用増など、新たな諸課題について対応するための方針を定めるこ

とを目的とし策定するものです。  

 

 

２．計画の期間  

本計画の期間は、平成 29 年度から平成 33 年度の 5 年間とします。  

なお、今後社会情勢等の変化により、計画の見直しの必要が生じた場合は、計画

期間中であっても、見直しを行うこととします。  

 

 

３．計画の方針について  

（１）保育所再編の方針について 

保育所再編については、前保育所再編等推進計画に基づき、保育所の統廃合に

よる再編、幼保一体化施設の設置等を行ってきました。  

その後の社会環境の変化や、少子化の進行等に伴い、小規模化している保育所・

幼稚園がある一方、低年齢児保育の需要が高まっていることから、さらに保育所・

幼稚園の再編等を行い、保育環境の整備等を進めることとします。 

 

① 峰山地域 

平成 27 年度から、吉原、長岡、新山及び丹波の 4 保育所と峰山幼稚園

を再編し、峰山こども園として運営しています。  

五箇保育所については、前計画の規定を踏まえ、平成 30 年度に峰山こ

ども園へ統合することとします。  

 

② 大宮地域 

平成 24 年度には、大宮南保育所に新たに幼稚園を設置し、こども園と

して運営を行い、平成 28 年度には、大宮北保育所を公設民営方式として、

運営を委託していますので、新たな再編は行いません。  
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③ 網野地域 

前計画では、再編を行っていないため、公立保育所・幼稚園が 5 施設あ

ります。入所児童の減少により、小規模保育所が複数あるため、地域内で

のバランスも考慮しながら、平成 31 年度に既存施設を活用し、認定こど

も園への移行を行います。  

 

④ 丹後地域 

宇川保育所が小規模保育所になっていますが、丹後こども園との距離な

ど、通所の児童の負担を考慮した結果、現状のまま運営することとし、新

たな再編は行いません。  

 

⑤ 弥栄地域 

平成 27 年度に、地域内の和田野、鳥取、黒部、溝谷及び吉野の 5 保育

所を 1 つに再編するとともに、幼稚園を新たに設置し、弥栄こども園とし

て運営を行っているため、新たな再編は行いません。  

 

⑥ 久美浜地域 

平成 27 年度から、湊、田村及び神野の 3 保育所を 1 つに再編するとと

もに、幼稚園を新たに設置し、かぶと山こども園として運営を行っている

ため、新たな再編は行いません。  

 

 

（２）民営化の方針について 

平成 28年度までに 2度の事業者募集を行った際に応募のなかったたちばな保

育所と久美浜保育所については、当面現状のまま運営を行いますが、民営化に

よりサービスの充実・向上が見込めることから、状況を見ながら再度民営化に

ついて検討することとします。  

 

 

（３）認定こども園の方針について 

平成 20 年度の丹後こども園の設置から、現在では５つの施設を幼保一体化施

設として運営を行っており、これらの施設については、平成 30 年 4 月から既に

制度化されている認定こども園への移行を目指します。  

 

 

 



3 
 

◎公立保育所・幼稚園の再編等方針 

 再編等  民営化  認定こども園  備考  

峰山こども園  

平成３０年度  

 

平成３０年度  

 

五箇保育所    

大宮北保育所     
平成２８年度か
ら公設民営  

大宮こども園    平成３０年度   

網野幼稚園  

平成３１年度  

 

平成３１年度  

 

網野みなみ保育所    

浅茂川保育所    

島津保育所      

たちばな保育所   検討施設    

丹後こども園    平成３０年度   

宇川保育所      

弥栄こども園    平成３０年度   

久美浜保育所   検討施設    

かぶと山こども園    平成３０年度   

 


